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１．TNクロスの紹介～TNクロスについて～

2018年7月設立

2

2021年4月事業開始
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現在

電力会社

補助金
（補助率：1/2～1/3）

太陽光発電PPA ＋ 蓄電池
（脱炭素化と地域防災強化の同時実現）

防災機能強化

＋

電力会社

￥

TNクロス

￥

脱炭素化
使用した電気料金以外

コスト負担ゼロ

￥

※ PPA（Power Purchase Agreement：電力購入契約）
第三者が所有する発電設備により発電した電力を契約者が自家消費し、電気料金として支払う契約

１．TNクロスの紹介～バックアップ事業概要～

・ 太陽光発電と蓄電池を整備することで、脱炭素化と防災機能強化を同時に実現
・ 設備はTNクロスが導入・所有し、20年間サービスを提供し続けるPPA※モデル
・太陽光で発電した電力のうち、使った分の電気料金を支払う（初期費用・運用費用の負担ゼロ）

都道府県・指定都市：１/３
市区町村等 ：１/２

3
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２．太陽光発電を導入する方法～自己所有と第三者所有～

4

太陽光発電設備の導入は「自己所有」と「第三者所有」の２つの方法

自己所有 第三者所有

概要
所有する施設の屋根や公有地などに自治体
自らが発電設備を設置する方法。
例 グリーンニューディール

所有する施設の屋根や公有地などに、事業
者が発電設備を設置・所有・管理する方法。
「第三者所有」には、 「PPA」、「リース」 、 
「屋根貸し」の大きく3つの導入方法がある

メリット

発電した電力は自家消費したり、売電したり、
自由に利用可能。長期間の契約といった拘
束がないため、事業者倒産のリスクを負うこと
がない。

電気代等での支払いとなるため、初期費用
及び運用費用の予算化が不要。設備設計も
民間提案とすることが可能で、少ない労力で
短期間に多くの 設備導入が可能。 

デメリット
設備を導入するため、初期費用や運用費用
が発生。その予算化や故障等の対応を自治
体自らでが行う必要がある。

契約が長期間となり、事業者倒産のリスク等
がある。また、施設の防水工事や屋根改修
時等に設備を動かす際には調整が必要。

（参考）環境省 PPA等の第三者所有による太陽光発電設備導入について
https://www.env.go.jp/page_00545.html

https://www.env.go.jp/page_00545.html
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２．太陽光発電を導入する方法～導入方法の比較～

5

自己所有
第三者所有

PPA リース 屋根貸し

設備所有者 自治体 PPA事業者 リース会社 発電事業者

初期投資
大きな費用の予算

化が必要
不要（電気代等

で支払）
不要（電気代等

で支払）
不要

運用費用 点検、維持費用 電気使用料 リース料 不要

契約期間 ー 長期～20年～ 長期～20年～ 長期～20年～

設備の移動等 〇自由 ×調整要 ×調整要 ×調整要

環境価値 〇
〇（自家消費

分）
〇 ×

余剰売電収入 〇
×(PPA事業者が

回収）
〇 ×

導入スピード × 〇 〇 〇

・自ら設計・構築を進めたい場合は自己所有、外部の力を活用し進めたい場合は第三者所有
・第三者所有で進める場合、長期間の契約となることからパートナー選定が重要

（参考）環境省 PPA等の第三者所有による太陽光発電設備導入について
https://www.env.go.jp/page_00545.html

https://www.env.go.jp/page_00545.html
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（参考）環境省 PPA等の第三者所有による太陽光発電設備導入の手引き

6

手引き 事例集 仕様書・実施要領（ひな型）

映像コンテンツ

https://www.env.go.jp/page_00545.html

第三者所有の概要と導入までの大まかな流れ PPA 等の第三者所有による太陽光発電設備導入
に係る基礎情報や実践フロー等を説明するセミナー

https://www.env.go.jp/page_00545.html
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３．地域に太陽光を導入する際のポイント～概要～

7

ポイント 概要

1.日照条件の良い 太陽光発電の効率は日照量に大きく影響されるため、日照量を評価し、日射量の多い場所を
選定する。日が当たり、日陰にならない。

2.設置場所の選定 屋根や土地の利用可能なスペースを調査し、太陽光パネルを設置する場所を選定します。場
所に応じてパネルの角度や方向を最適化することで、最大限の発電効率を得るようにする。一
方、光害等の影響が無いかも予め確認する。

3.電力需要との調整 太陽光発電は日照によって発電量が変動するため、電力需要との調整が必要。年間の総需要
を見ながら再エネの消費量を最大化する検討が必要。将来的な需要を加味することもポイント。

4.法律・規制の遵守 太陽光発電の導入には、法律や規制を遵守する必要がる。建築許可（建築基準法）や電
力供給契約（電力関連法）などの手続きを適切に行う必要がある。

5.資金計画（補助金等活用含） 導入にかかる費用を評価し、資金計画を立てる。補助金等を活用することで、導入コストの軽
減を図る。補助金等としては、脱炭素先行地域、重点化、地域レジリエンス補助等有。

6.関係者とのコミュニケーション 他部署やパートナー企業等と適切なコミュニケーションを図り、太陽光発電の導入に対する理
解と協力を得ることが重要。必要に応じて、周辺住民への説明や周知活動を行い理解を得る。

7.災害対策と災害時の活用 自然災害に強い設計や対応策を検討。屋根上であれば、台風等での飛散につながらない設計
が必要。災害時の活用について予め検討し、必要に応じて蓄電池等の併設も検討する。例え
ば、避難所であれば、防災システムを1日運用可能なシステムとしておくことで有事にも備える。

8.教育と普及活動 太陽光発電のメリットや再生可能エネルギーの重要性の教育を進めることで、理解と支持を
広げるための普及活動も重要。例えば、スマホやタブレット等に発電量を表示できるようにするこ
とで、普段から環境を考える機会を作り、環境啓発を進め、次世代の育成を図る等も重要。

9.その他 資材の調達、運用計画、環境影響評価、インセンティブ（政策的な支援）設計等も検討

1～4のポイントをおさえることは基本であるが、導入にむけては補助金等の活用、関係者とのコミュ
ニケーション、災害時の活用に向けた検討が重要になってくる
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３．地域に太陽光を導入する際のポイント～補助金活用時の例（構築の前年度）～

4月 5月 6月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

8

▲ 公募開始

公募仕様 プロポ 選定

▲ 事業者決定

協定書▲

準備

環境省補助金等に合わせたスケジュールを組む場合、対象施設の特定や申請書類・図面等の準備期
間が必要なため、事業者（契約予定者）決定に向けて次の通り前年度から進める。

庁内調整・施設検討
及び基本検討

施設検討項目例 確認事項 補助金の制約及び留意事項

対象施設 どの施設を対象とするか 活用する補助金により防災拠点または避難所対象等の制約あり

建物の利用計画 施設の統廃合等の計画は無いか 補助金の要件として法定耐用年数（17年）の利用が必須

ハザードエリアの確認 対象施設のハザード状況（土砂・水害）を確認 ハザード対策費は補助金の対象外

工事計画の確認 改修工事等が事業年度に計画されていないか 特に防水工事や外壁補修等の大規模改修工事

設置面積 屋上に太陽光設備を設置する面積があるか ヘリサインの対応や保守スペース等を考慮

屋上防水 防水の劣化状況及び雨漏が顕在化していないか 防水が劣化して雨漏り等がある場合は防水改修後の施工が望ましい

外断熱 屋上に外断熱材が使用されていないか 使用されている場合はその工法及び部材により設置不可の場合あり

地域事情 景観条例及び地域特性に課題がないか 地域住民との協議が伴うケースあり

光害 屋上より高い建物への反射光が懸念されないか 光害は法令化や基準の定量化がされていない

耐震 建物の耐震強度は十分か 特に旧耐震（S56以前に建築）の場合のIs値を確認

積載荷重 屋上積載荷重が記されている図面・書類があるか 積載荷重（L.L値）が不明な場合は構造検討不可
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３．地域に太陽光を導入する際のポイント～補助金活用時の例（構築年度）～

4月 5月 6月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

9

▲ 補助金申請
▲ 実績報告

設計 現場調査・詳細設計 工事実施

３週間程度/施設

系統側工事

▲ 交付決定

▲ 交付申請

▲ 補助金採択

系統連系申請・協議

1日程度/施設

補助金申請資料

１日程度/箇所
太陽電池・各種機器・配線
ルート等の確認、施設管理者
との調整

材料調達・調整

補助金
報告資料

補助金対応

設計・構築

系統連系協議

環境省補助金等を活用する場合、申請時期や実績報告期限に合わせた事業スケジュールを組む必要
がある。このため、事業者（契約予定者）決定は前年度までに決めておくことが望ましい。
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（参考）環境省補助金等～脱炭素先行地域・重点化～
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（参考）環境省補助金等～地域レジリエンス～

11
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４．千葉市での取り組み紹介～安心して頼れる避難所の検討～

12

• 2019年2月、千葉市様と協定を締結し、新たなエネルギーソリューションの実証に向けた共同
検討開始

• 避難所となる公民館・市立学校（１８２か所を対象として検討）に太陽光発電設備と蓄電
池を導入（構造上設置できない施設を除く）し、停電時でも照明等が使え、スマートフォンや
携帯電話も充電可能となり、安心して頼れる避難所に！

太陽光発電設備・蓄電池導入スキームのイメージ

※ 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域レジリエンス・脱炭素化を同時
実現する公共施設への自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業）（環境省）

太陽光発電設備と蓄電池を備えた避難所
では、停電時にも携帯電話の充電が可能に

停電時にも照明等を使える避難所に！

国庫補助金の活用※や、
官民連携により、市の追加負担はゼロ！
第三者所有モデル（ＰＰＡ）を想定

太陽光発電

蓄電池

蓄電自家
消費

太陽光発電の電力で、公民館・
市立学校等の電力を賄い、
蓄電池に余剰電気をためる

平時

太陽光発電と蓄電池の
電力で、避難所の電気を
確保する

停電時

太陽光発電

蓄電池

蓄電
利用
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４．千葉市での取り組み紹介～避難所における電力供給について(平時・災害時)～

13

災害時平   時 災害時（停電時）
再エネ BCP

停電時は、「自動的」に太陽光発電設備等の電力が利用可能
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４．千葉市での取り組み紹介～再エネ等導入実績～

14

 運用中
（R4.4～20年間）

運用中
（R3.4～20年間）

令和2年度 令和3年度 令和4年度

44拠点 73拠点

⚫ 千葉市内避難所（１４０か所）に太陽光発電設備・蓄電池 を導入（Ｒ４年度末までに整備）

千葉市「災害に強いまちづくり 政策パッケージ」より

 運用中
（R5.4～20年間）

23拠点
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４．千葉市での取り組み紹介～設備イメージ① 太陽光パネル～

•建物に基礎を打たない置き基礎型の架台を採用
•動風圧試験により最大風速60m/s、最大瞬間風速90m/sまで保持できることを確認
•設置効率の良い さざ波 設置を採用
•極力傾斜を付けないことで反射や影の影響を最大限回避

15
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４．千葉市での取り組み紹介～設備イメージ② 蓄電池・パワーコンディショナー等～

•消防法の適用にならない最大容量の蓄電池を採用
•極力日陰に設置することで蓄電池の劣化を抑制
•配管は耐久性・加工性が高くあまり目立たない樹脂製配管を採用
•安全フェンスを設けることで生徒の安全を確保

16
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４．千葉市での取り組み紹介～設備イメージ③ 非常用コンセント～

17

・災害（停電）時の電源の利用形態は非常用コンセント
停電時も普段と変わらず、コンセントを指し直すだけの対応

・職員室の前に設置。一度使い方や場所を覚えれば
 学校が変わっても非常時に落ち着いて対応が可能
・太陽光発電と蓄電池から電力供給されるコンセント（左）
→昼夜利用可能（蓄電池が続く限り）

・太陽光発電のみから電力供給されるコンセント（下）
→昼利用可能
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• クラウド上で管理している運用データを活用し、見える化画面を無償でご提供

• 大型モニタ表示だけでなく、QRコード（施設毎）を読み取ることで、電子黒板、タブレット及
びスマホなどでいつでもどこでも太陽光発電状況等を確認

• 自治体の環境イベントや教育現場での環境学習に活用

４．千葉市での取り組み紹介～設備イメージ④ 見える化画面イメージ～

１日の発電量をグラフで表示

18

簡単な再エネの解説を表示
発電状況に加え受電状況や蓄電池の状況も表示
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５．その他の自治体事例紹介～主な採択実績～

19

自治体 構築期間
対象施設

※プロポーザル時の候補施設数

東京都

世田谷区 R4年度-R5年度の2か年 14施設

足立区 R5年度-R7年度の3か年 24施設

八王子市 R5年度-R7年度の3か年 59施設

稲城市 R5年度-R7年度の3か年 32施設

千葉県

千葉県 R5年度-R7年度の3か年 76施設

千葉市 R2年度-R4年度の3か年 182施設

船橋市 R4年度-R5年度の2か年 106施設

千葉市
（脱炭素先行地域）

R5年度-R７年度の３か年 100施設

市川市 R5年度-R7年度の3か年 74施設

鎌ヶ谷市 R5年度-R7年度の3か年 56施設

白井市 R5年度 １施設

合計 724施設

2023年度末には300施設、2024年度には500施設へサービスを提供予定
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５．その他の自治体事例紹介～本事業での環境教育・啓発活動例～

再エネを身近に感じていただくための「ミニソーラーカーの工作イベント」等を開催しました

20

環境フェスティバル等での取り組み例
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６．今後の取り組み～全体像～

点、線、面をつなぎ再エネの地産地消による電力の自立化を進め、環境・防災未来都市
にむけ取組みを進める

21

地域内融通・地産地消自立化
（環境・防災未来都市モデルへ）

避難所・公共施設再エネ導入
（レジリエンス強化を同時実現）

民間連携・再エネ導入拡大
（民間施設の社会インフラ化）

180避難所への再エネ設備・蓄電池導入

遊休地・民間施設・住宅への再エネ導入

EV等の活用による地域内活用・融通

他市区町村にも拡大

脱炭素先行地域等の取組みにより拡大

EV充電環境の整備等の推進

21
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６．今後の取り組み～千葉市・脱炭素先行地域概要～

confidential 22
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６．今後の取り組み～取組み例①（再エネ×農地）～

➢ 農地面積：約10,000㎡

➢ 設備出力：DC 777.15kWp

     AC 625.00kW

➢ 運用開始：2018年4月

➢ 遮光率  ：48％

➢ 栽培作物：ナス、サツマイモ、

      ショウガ、 ジャガイモ、

サトイモ、葉物

2019年台風15・19号の
直撃を受けたが、
設備に影響なし

遮光率48％だと穀物系は
難しいが、根物や葉物は可
(参考）
遮光率が32％だと水稲・大豆などの穀物の栽培も可能

➢ 農地面積：約1,500㎡

➢ 設備出力：DC 77kWp

     AC 49.5kW

➢ 運用開始：2021年8月

➢ 両面パネルを採用

➢ 遮光率  ：28％

➢ 栽培作物：イチジク、ブルーベリー

レモンなど

• 地面に白色シートを敷いて

反射光を確保

• 販売単価の高い作物を中

心に栽培

• 太陽光の架台を活用して

防鳥ネットを設置

• 各鉢にホースをつなぎ込み、

水と養分を補給

（路地・畑作）

（路地・果樹栽培）
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６．今後の取り組み～取組み例②（再エネ×EV）～

市民サービス向上

EV自動車の促進
再生可能エネルギー
の有効活用
（公共施設の太陽光余剰）

蓄電池

太陽光パネル

夜間

昼間

昼間

公民館

EV充電器

EV
EV

昼夜間

概 要

施設利用者様

市民等のEV利用者さま

EV充電器設置

充電充電環境の整
備によるEV化促進

自家消費増加

カーボンニュートラル推進

昼は太陽光の余剰を活用

スキーム

自治体さま

TNクロス
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